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整理
No

評価責任者
作成
者

１．事業の目的・目標 Do

事業をとり
まく外部環
境

２．目標に対する達成状況

ベースライン 目標値

（設定年度） 19年度 20年度
19-20年度の

改善率
（目標年度）

3.構成事務事業

構成事務事業・活動名 平成18年度平成19年度 伸び率 平成20年度 伸び率 伸び率
4 575 4 808 5% 4 941 3% 3%

評価事業名 契約事務 24

担当課 契約課 契約課長　神谷悦美 小黒　恭一

（算定式等指標の説明）

電子入札の件数

2 8

平成21年度
5 086一般事務経費

委託の内容１．直営

0

（18年度）

4 18%
25年度を目途に全業種に電子入札を
導入する。

1,000

計画実績

21年度に総合評価競争入札方式による
契約を定着する。40%

184

300%

事業の目的／根
拠法令等

事業の目標

達成度指標名

運営形態

20年度の取り組み

条件付一般競争入札の拡大及び総合評価競争入札の導入拡大／地方自治法・契約事務規則

価格・品質が総合的に優れた内容の契約を効率的に締結する。

実績 目標値に対
する現在の
達成度 目標設定の考え方

東京電子自治体共同運営

豊島区総合評価競争入札推進委員会

0

（18年度）

20

(21年度)

平成20年11月より、電子入札の対象を、工事において
は、すべての業種に、物品においては、７業種に拡大し
た。
平成20年度は、総合評価競争入札方式により契約を、建
築工事3件、機械設備工事1件、電気設備工事1件、舗装
工事3件、合計8件に拡大した。

(25年度)
4500%

総合評価競争入札の件数

4,575 4,808 5% 4,941 3% 3%

直接事業費　計 4,575 4,808 5% 4,941 3% 3%
正規 66,400 67,200 1% 68,000 1% 10%
（人数） 8.0 8.0 0% 8.0 0% 11%
非常勤等 3,000 3,100 3% 3,200 3% -
（人数） 1.0 1.0 0% 1.0 0% -

人件費　計 69,400 70,300 1% 71,200 1% 6%
事業費　計 73,975 75,108 2% 76,141 1% 6%

国・都支出金 0 0 0
受益者負担 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 73,975 75,108 2% 76,141 1% 6%

４．現状の評価 Check

ランク

a

５．目標達成に向けた今後の取り組み Action

電子入札の拡大に向け、対象業種の拡大を図る。
総合評価競争入札方式の定着に向け、対象業種及び実施数の拡大を図る。

内容

重点・新規・見直し事項
＊目標達成のために、今後取り組みたいこと

75,600

75,600
9.0

電子入札の拡大により、契約事務の効率化が図れた。総合評価競争入札の拡大によ
り、価格と品質が総合的に優れた製品の確保ができた。

効率性・安定性
（財務や内部プロセス改善、人材育成）

5,086般事務経費

人
件
費

0
0

5,086

直
接
事
業
費

0.0

0

財
源
内
訳

評価の視点 現在までの到達点

80,686
0

0

80,686
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６．庁内評価チームによる２次評価

ランク

普通
効率性・安定性

（財務や内部プロセス改善、人
材育成）

評価の視点

　電子入札については、早急に区内業者への周知を強化し、対象をすべての業種に拡
大するとともに、23年度に本格稼動予定の財務会計システムとの一体的な運用に努め、
人員削減等事務の効率化を推進する必要がある。
　確実な契約の履行を確保する観点から、早急に総合評価競争入札方式にかかる事務
処理の簡素化を図る必要がある。

備考
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